
別紙３
津波対策に関する事項の追加に係る一般的な予防規程の作成例
１　役割分担及び従業員及び来客者に対する周知等
　（１）津波警報・大津波警報が発令された場合、危険物保安監督者及び職務代行者（以下、「危険物保安監督者等」という。）は他の従業員及び来客者に対し津波警報が発令された旨、到達予測時間、到達予測高さについて周知すること。
　（２）津波警報が発令された旨を周知された場合、従業員は、【別表１】に記載する役割分担で行動すること。
（３）避難誘導班は来客者等で（１）の情報を聞き取っていない者がいないか確認を行うこと。
２　従業員等の安全確保に係る対応
　（１）避難誘導班は来客者を１か所に集めるとともに津波の予測到達時間、規模等を勘案し、危険物保安監督者等の指示の下、【別表２】に定める避難場所等（避難先、避難経路等）への避難誘導を行うこと。その際、危険物保安監督者等として指名されている者にあっては、道路の液状化、建物の倒壊等の被害状況等を踏まえ、必要に応じ避難場所等の変更を行い、避難誘導にあたる従業員に対し、必要な指示を行うこと。
　（２）避難は集団で行い、危険物保安監督者等は逃げ遅れ者のないことを確認すること。
３　施設の緊急停止の方法・手順等
　　　【別表３】により、必要な緊急停止等の作業を行うこと。
４　従業員への教育及び訓練
　（１）危険物保安監督者等は、津波警報・大津波警報発令時に従業員が円滑に施設の緊急停止、来客者の避難誘導ができるよう必要な知識、役割分担、具体的な行動手順等について教育を行うこと。
　（２）従業員はあらかじめ定められた避難場所、避難経路等による避難完了時間を確認しておくこと。
（３）従業員はあらかじめ、ポンプ停止手順及び停止に要する所要時間を確認しておくこと。
　（４）毎年　　月と　　月に津波発生を想定した訓練を実施し、従業員等が速やかに避難できるように上記１から３の要領を習熟しておくこと。
　（５）本津波対策に変更がある場合は、危険物保安監督者等として指名されている者は従業員に対し教育を行い、津波発生を想定した訓練を実施すること。
